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（様式２）
平成１８年度 決算報告書

国立大学法人横浜国立大学

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額 差 額 備 考
（決算－予算）

収入
運営費交付金 ８，８２３ ９，２７２ ４４９ （注１）
施設整備費補助金 ９７５ ９６９ △５ （注２）
船舶建造費補助金 ０ ０ ０
施設整備資金貸付償還時補 ０ ０ ０
助金

補助金等収入 １３８ １５０ １２ （注３）
国立大学財務・経営センタ ４７ ４７ ０

ー施設費交付金
自己収入 ６，２２２ ６，４５８ ２３６

授業料、入学料及び検定 ６，１０８ ６，１９９ ９１ （注４）
料収入

附属病院収入 ０ ０ ０
財産処分収入 ０ ０ ０
雑収入 １１４ ２５９ １４５ （注５）

産学連携等研究収入及び寄 １，２１５ １，４８８ ２７３ （注６）
附金収入等

長期借入金 ０ ０ ０
貸付回収金 ０ ０ ０
承継剰余金 ０ ０ ０
旧法人承継積立金 ０ ０ ０
目的積立金取崩 ９１ ６７ △２３ （注７）

計 １７，５１１ １８，４５３ ９４２

支出
業務費 １１，６０６ １１，１４７ △４５８

教育研究経費 １１，６０６ １１，１４７ △４５８ （注８）
診療経費 ０ ０ ０

一般管理費 ３，５３０ ３，４４６ △８３ （注９）
施設整備費 １，０２２ １,０１６ △５ （注１０）
船舶建造費 ０ ０ ０
補助金等 １３８ １５０ １２ （注１１）
産学連携等研究経費及び寄 １，２１５ １，４６９ ２５４ （注１２）

附金事業費等
貸付金 ０ ０ ０
長期借入金償還金 ０ ０ ０
国立大学財務・経営センタ ０ ０ ０

ー施設費納付金
計 １７，５１１ １７，２３０ △２８０

収入－支出 ０ １，２２３ １，２２３
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（注１） 退職手当債務繰越分再収入計上により４４９百万円の増額となっています。

（注２） 内示予算により５百万円の減額となっています。

（注３） 補助金の獲得増により１２百万の増額となっています。

（注４） 授業料増収分９０百万円、入学料減収分６百万円、検定料増収分７百万円

となっています。

（注５） 科研等の間接経費が年度計画（中期計画）上産学連携等収入に積算されて

いる為、間接経費１１６百万円の増額となっており、年度計画外収入が２

８百万円増額となっています。また、年度計画収入が１百万円の増額とな

っています。

（注６） 産学連携等研究費の収入増により２１４百万円の増額及び寄附金収入の収

入増により５９百万円増額となっています。

（注７） 目的積立金取崩額の減による２３百万円の減額となっています。

（注８） 次年度への雇用見送りに伴う減額及び中途退職予定者減少に伴う退職手当

減額の人件費により３３９百万円の減額並びに物件費及び目的積立金の減

額による１１９百万円の減額となっています。

（注９） 次年度への雇用見送りに伴う減額及び中途退職予定者増加に伴う退職手当

増額の人件費により６８百万円の減額並びに物件費及び目的積立金の減額

による１５百万円の減額となっています。

（注１０） 内示予算により５百万円の減額となっています。

（注１１） 補助金の獲得増により１２百万の増額となっています。

（注１２） 産学連携等研究費の収入増に伴う支出増により２６６百万円の増額及び寄

附金事業費等の支出減により１１百万円の減額となっています。


